
 

 

 

 １特別交付税 天理市      8,500万円 

（上限） 近隣市町村 各 1,500万円 

 ２地域活性化事業債の充当 

 ３外部人材の活用に対する財政措置 

① 専門性を有する人材の活用 

   （上限）700万円、最大３年間の措置 

② 若手企業人地域交流プログラム 

（上限）１人あたり 350万円の措置 

 ４民間主体の取組の支援に対する財政措置 

 ５個別の施策分野における財政措置 

① 地域医療の確保に対する財政措置 

※特別交付税（措置率 0.8、上限 800万円） 

   ② へき地の遠隔医療に対する財政措置 

 ６辺地度点数の算定要素の追加 

 ７補助事業の優先採択 

 ８関係市町村の連携による財政負担の軽減 など 

 

 

①中心市宣言 

圏域の中心市としての役割を果たす意思を内外

に示すために行うものです。 

②定住自立圏形成協定の締結 

  中心市と連携する近隣市町村が圏域内の生活機

能の確保に向けて定める協定です。締結には、それ

ぞれの市町村議会の議決が必要です。 

③定住自立圏共生ビジョンの策定 

  圏域の将来像、形成協定に基づき推進する具体的

取組などを記載するものです。 

 天理市と近隣市町村に５年間で交付される特別交付税 
を最大受けたと想定すると、次の表になります。 

（単位：百万円） 

 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

目 

合計 

天理市 85 85 85 85 85 425 

Ａ村 15 15 15 15 15 75 

Ｂ町 15 15 15 15 15 75 

Ｃ町 15 15 15 15 15 75 
特別交付税は、５年間の共生ビジョン（計画）に記載した事業 

の一般財源額に対して交付されます。 

ただし、共生ビジョンに記載する事業が、特別交付税の上限 

額に満たない場合は、その額が交付額となります。 

 
『定住自立圏構想』とは、一定の要件

を満たす「中心市」と「近隣市町村」が、

相互に役割を分担し、連携・協力するこ

とにより、圏域全体で必要な生活機能を

確保し、地方圏への人口定住を促進する

自治体間連携の新たな取り組みです。 

天理市は、市民が定住し、安心して生

活することができる魅力ある自立した

圏域を創造するために、近隣市町村との

定住自立圏の形成を目指します。 

 一定の都市機能を持つ「中心市」と生活面や経済

面で中心市と関わりが深い「近隣市町村」が、自ら

の意思で１対１の協定を締結することを積み重ねる

結果として、形成される圏域です。 

 

 

 

 人口５万人以上で、昼夜間人口比率が１以上の市。 

 指定都市等への通勤・通学者の割合が0.1未満。（全

国で２６２市）※奈良県では天理市のみ。 

 

 

 

 中心市と近接し、経済、社会、文化又は住民生活

等において密接な関係を有する市町村。（通勤通学

10％圏等の要素も考慮し関係市町村において判断） 

Ａ村、Ｂ町、Ｃ町と協定を結ぶことで、広域的な

課題に取り組むことができます。 

 

 

 

中心市２６２市のうち 

・中心市宣言のみ ･･･９７市 

・協定又は形成方針･･･８２圏域 

・共生ビジョン策定･･･８２団体 

 

 

中心市とは 

近隣市町村とは 

全国の取組状況（H26.10.1 現在） 

定住自立圏による財政措置 定住自立圏とは 

定住自立圏を形成するための手続き 

協定による取組内容 

特別交付税の試算（上限額） 

国 

交付税(上限)※ 
8,500万円 

連携 

定住自立圏のしくみ 

連携を想定する事業例（参考） 

協定には、次の３つの視点ごとに、具体的な取組みを１つ以上規定します。 

① 生活機能の強化 

 医療、福祉、教育、土地利用、産業振興 

② 結びつきやネットワークの強化 

 地域公共交通、ICT インフラ整備、交通インフラの整備、地域の生産者・消費者の連携による地産地消、

地域内外住民との交流・移住促進、その他 

③ 圏域マネジメント能力の強化 

 人材育成、外部からの行政及び民間人材の確保、圏域内市町職員の交流、その他 

●結びつきやネットワークの強化 

（１）地域公共交通 

地域公共交通（コミュニティバス）等の連携など 

（２）地産地消 

地産・地消の推進・地場産品のＰＲなど 

交付税(上限)※ 
1,500万円 

※ビジョンに記載した 

事業の一般財源相当額 

●生活機能の強化 

（１）医療 

地域医療体制の連携など 

（２）福祉 

介護認定審査会・障害程度区分認定審査会の共同運営など 

（３）教育 

公共施設相互利用促進事業など 

（４）産業振興 

有害鳥獣被害防止対策の推進、周遊観光に関する連携など 

（５）その他 

広域防災体制の強化、一般廃棄物等の広域処理事業、 

消費生活相談に関する連携など 

（近隣市町村） 

Ａ村 

Ｂ町 

Ｃ町 

 
 
 

天理市 
（中心市） 

圏域のイメージ 

 

 

天 理 市

（中心市） 

個別協定 

個別協定 

個別協定 

Ａ村 

Ｃ町 Ｂ町 

●圏域マネジメント能力の強化 

（１）人材育成 

職員合同研修実施事業など 

（２）外部専門家招聘 

外部人材を活用した専門的人材の育成など 


